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表紙

（電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく

書面交付請求による交付書面に記載しない事項）

上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、書面交付請求をいただいた

株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提供措

置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第79期定時株主総会資料

●　事業報告

「業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項及び当該体制の運用状況」

●　連結計算書類

「連結株主資本等変動計算書」

「連結注記表」

●　計算書類

「株主資本等変動計算書」

「個別注記表」

第79期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

ＪＫホールディングス株式会社
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業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項及び当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項及び当該体制の運用状況

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するため

の体制についての決定内容の概要及び運用状況は以下のとおりであります。

　なお、当社は2023年６月28日付で監査等委員会設置会社へ移行しております。それに伴い、同日の取締役会におい

て、「内部統制システムの基本方針」を改定しております。

(1）取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① 当社は、「快適で豊かな住環境の創造」を企業理念として掲げ、当社グループの全ての役職員が「役職員の行動

規範」を遵守し、法令・社会的規範・倫理を踏まえ誠実かつ適切に行動する。

② コンプライアンスの推進に関しては、担当取締役を代表取締役とし、代表取締役が委員長を務める「コンプライ

アンス・リスク管理委員会」が、コンプライアンスに関する当社グループの方針の作成・改定、コンプライアン

ス体制の維持・管理、並びに教育・啓蒙・実施状況の確認等を行う。

③ 万一「役職員の行動規範」に対する違反行為が当社グループにおいて発生した場合は、その内容・対処案を「コ

ンプライアンス・リスク管理委員会」が取締役会、監査等委員会に報告する。

④ 行動規範の違反等に関して、直属のラインを超えた報告・相談を可能にするため、社内及び社外に内部通報窓口

を設置すると共に、通報者に不利益が及ばないようにする。

⑤ 反社会的勢力との関係を排除するとともに、反社会的勢力からの不当な要求に対しては、警察･弁護士等と緊密

に連携し、当社グループを挙げて毅然とした姿勢で対応する。

［運用状況］

・「コンプライアンス宣言」や「役職員の行動規範」を制定し社員手帳に掲載するなど、グループ全役職員が法

令・企業倫理に沿った行動をするよう徹底しています。

・コンプライアンスに関しては、代表取締役社長が委員長を務める「コンプライアンス・リスク管理委員会」を３

ヶ月毎に開催し、コンプライアンスの遵守状況の確認と啓蒙を実施しています。重要な問題が発生した場合に

は、取締役会・監査等委員会に報告し、対応を行います。

・コンプライアンスに関する内部通報窓口を社内外に設置し、不正行為等の未然防止及び発生時の適切な対応に努

めています。また、通報者に不利益が及ばないような体制を整えております。

・反社会的勢力に対しては、公益社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会及び管轄警察署特殊暴力対策協議会

に加入し、講習会等への参加により情報収集を行うなど、排除に努めています。

(2）取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 取締役の職務の執行に係わる情報管理及び個人情報を含む社内・外の情報管理については、当社社内規程及びそ

れに関する各管理マニュアルに従い、適切な保存及び管理（廃棄を含む。）を実施し、必要に応じて管理状況の

検証や各規程の見直し等を行う。

② 社内規程及びそれに関する各管理マニュアルはデータベース化し、当社の役職員が即座に閲覧・検索できる体制

を維持する。

［運用状況］

・情報の保存管理は、「情報管理規程」に基づき、適切に保存及び管理を行っています。

・社内規程及びそれに関する各管理マニュアルはデータベース化し、当社の役職員が即座に閲覧・検索できる体制

を維持するとともに、適宜見直し等を行っています。

－ 1 －
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業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項及び当該体制の運用状況

(3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 「コンプライアンス･リスク管理規程」に基づき、当社グループのリスク管理の基本方針並びに体制を定め、こ

の規程に沿ったリスク管理体制を構築、整備する。

② 「コンプライアンス・リスク管理委員会」を設置し、リスク管理に関する当社グループ全体の方針の作成・改

定、リスク管理体制の維持・管理、並びに教育・啓蒙・実施状況の確認等を行う。

③ 経営の意思決定に際し全社的に影響を及ぼす重要事項については、取締役会に諮る前に、当社の取締役（監査等

委員である取締役を除く。）で構成される経営会議に諮ることで慎重を期す。

④ 当社は、当社グループの業務の適正を確保するため、代表取締役に直属する監査部を設置し、当社並びに当社グ

ループ各社の内部監査を実施する。監査結果は代表取締役並びに監査等委員会に報告すると共に、業務そのもの

の改善が必要な場合は代表取締役に改善提案を行う。

⑤ 代表取締役は、発見された危険の内容及びそれがもたらす損失の程度等について速やかに調査・検証を行い、担

当部署に改善を指示する。

⑥ 当社並びにジャパン建材株式会社の役付取締役以上の在京役員で情報交換会を毎朝開催し、突発的な事態が発生

した場合にも即応できる体制を維持するほか、非常災害時においては、「非常災害対策規程」及び同規程に基づ

くＢＣＰ（事業継続計画）に従い、会社全体で対応する。

［運用状況］

・代表取締役社長が委員長を務める「コンプライアンス・リスク管理委員会」を３ヶ月毎に開催し、リスク管理体

制の維持・管理、並びに教育・啓蒙・実施状況の確認等を行っています。

・重要事項については、経営会議での事前審議を行っています。

・代表取締役に直属する監査部及びグループ経営企画室が当社並びに当社グループ各社の内部監査を実施し、監査

結果を代表取締役宛に報告しています。また、監査部は監査等委員会とも連携し、業務の適正確保に努めていま

す。

・当社並びにジャパン建材株式会社の役付取締役以上の在京役員で情報交換会を毎朝開催し、突発的な事態が発生

した場合にも即応できる体制を構築しています。

(4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役会は、将来の事業環境を踏まえた中期経営計画並びに中期経営計画の目標に沿って立案された各年度計画

を策定する。

経営目標の進捗状況は、月１回開催されるグループ社長会並びに毎月の取締役会に定期的に報告され、必要に応

じ見直し等を行う。

② 日常の職務遂行に際しては、職務権限規程、職務分掌規程等に基づき権限を委譲し、各部門の責任者が意思決定

ルールに則り業務を遂行し、取締役会がこれを管理する。

［運用状況］

・取締役会によって策定された中期経営計画並びに各年度計画は、月１回開催されるグループ社長会並びに毎月の

取締役会で進捗状況を管理し、必要に応じて見直し等を行っています。

・取締役会は規程に基づき権限を明確化し、日常業務が適切に行われるよう管理しています。

(5）財務報告の信頼性を確保するための体制

① 当社グループは、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法その他の関係法令に基づき、有効かつ適切

な内部統制を整備し運用する体制を構築する。

② また、その体制が適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正措置を行う。

［運用状況］

・各種研修会等への参加により関係法令の正確な理解に努めるとともに、グループ子会社への指導・教育を継続的

に実施するなど、財務報告の信頼性確保に努めています。

－ 2 －
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業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項及び当該体制の運用状況

(6）当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

① 「関係会社管理規程」に基づき子会社等を管理し、代表取締役がこれを管掌する体制とする。

② 年２回、当社グループ各社の代表者が一堂に会した経営計画発表会を開催し、グループ各社の経営計画を報告さ

せる。また、毎月１回グループ社長会を開催し、グループ各社の業務進捗状況等の確認を行うとともに、業務運

営上の課題等に対し適宜協議を行うことにより、子会社取締役の職務執行の適切性を確保する。

③ 子会社等に損失の危険が発生または発生するおそれが生じた場合は、直ちに発見された損失の危険の内容、損失

の程度及び当社に対する影響について、「コンプライアンス・リスク管理委員会」に報告し、状況に応じて取締

役会や監査等委員会に報告を行う。

④ 内部通報窓口を当社及び当社グループ共用のものとして社内外に設置すると共に、通報者に不利益が及ばないよ

うにする。

⑤ 海外の子会社については、当該国の法令等の遵守を優先し、可能な範囲で本方針に準じた体制とする。

［運用状況］

・「関係会社管理規程」を定め、グループ経営企画室が各子会社を管理指導しています。

・年２回開催する経営計画発表会や月１回開催するグループ社長会等を通じてグループ各社の業務進捗状況や業務

運営上の課題等を把握し、適宜対応を行うことにより業務運営の適切性を確保しています。

・子会社等のリスク管理に関しても、グループ共用の内部通報窓口を設置するなど、一元的な管理を行っていま

す。また、海外子会社については、現地の法令等に沿った対応を優先しています。

(7）監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の他の取締役（監査等委員である

取締役を除く。）からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事

項

① 監査等委員会の職務を補助すべき使用人を監査部に置く。

② 監査等委員会の職務を補助すべき使用人は、監査等委員会の指示に従いその職務を遂行すると共に、子会社等の

監査役の職務補助も兼務することを可能とする。

③ 監査等委員会の職務を補助すべき使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性を確保する

ため、当該使用人の任命・異動については、監査等委員会の同意を必要とする。

［運用状況］

・監査部に監査等委員会の業務補助を行うスタッフを配置し、各監査等委員の職務執行の補助を行っています。

(8）当社グループの取締役及び使用人が、当社の監査等委員会へ報告をするための体制

① 監査等委員は、取締役会のほか、社内の重要な会議に出席するとともに、主要な稟議その他の業務執行に関する

重要な文書を閲覧、必要に応じて当社グループの取締役、監査役又は使用人（以下、役職員という。）に説明を

求めることとし、役職員は速やかに適切な報告を行う。

② 当社は、当社グループの役職員が法令等の違反行為等、当社又は当社グループ企業に著しい損害を及ぼすおそれ

のある事実があることを発見したときは、速やかに当社監査等委員会に対し報告を行う体制を整備する。

③ 当社は、監査等委員会へ報告を行った当社グループの役職員に対し、当該報告を行ったことを理由に不利益な取

扱いを行うことを禁止し、その旨を役職員に周知徹底する。

［運用状況］

・監査等委員は、取締役会、グループ経営計画発表会、「コンプライアンス・リスク管理委員会」等への出席、主

要な稟議等重要文書の閲覧のほか、必要に応じて当社グループの役職員に説明を求め、職務の執行に当たってい

ます。

・また、報告者に対して、報告を理由とした不当な取扱いが行われないよう、管轄部門に要請しています。

－ 3 －
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業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項及び当該体制の運用状況

(9）監査等委員の職務の執行について生じる費用又は債務の処理に係る方針

① 監査等委員が、その職務の執行について生じる費用の前払い又は償還等の請求をしたときは、当該監査等委員の

職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

［運用状況］

・監査等委員の職務執行により生じる費用の前払いや精算は、監査等委員の請求に従って速やかに処理していま

す。

(10）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 代表取締役は、監査等委員会と定期的な会合を行うと共に、常勤監査等委員へ適宜必要な情報を提供し、監査等

委員との意思疎通を図る。

② 内部監査部門と監査等委員会は、適宜情報交換を行うと共に、連携して監査を行う。

③ 監査等委員会が、会計監査人及び子会社の監査役と円滑に連携できる体制とする。

［運用状況］

・代表取締役は、監査等委員会と定期的な会合を行い、監査等委員との意思疎通を図っています。

・監査部は、監査結果の報告を通じて監査等委員会と適宜情報交換を行うほか、監査等委員の監査への同行など連

携した対応を行っています。

・監査等委員は、会計監査人と定期的に会合を行うほか、監査部の子会社への監査に同行するなど、必要に応じて

子会社の監査役との連携にも努めています。

－ 4 －
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連結株主資本等変動計算書

(
自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

（単位：百万円）

株 主 資 本 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配
株主持分

純資産
合　計資本金

資　本
剰余金

利　益
剰余金

自己株式
株主資本
合　　計

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損　　益

土地再評価
差　額　金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 3,195 6,667 50,297 △1,780 58,380 1,947 23 279 412 2,662 2,064 63,107

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,300 △1,300 △1,300

親会社株主に帰属する当期
純利益

4,283 4,283 4,283

非支配株主との取引に係
わる親会社の持分変動

23 23 23

自己株式の取得 △0 △0 △0

土地再評価差額金の
取 崩

△59 △59 △59

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

△328 △33 15 △31 △377 31 △346

当 期 変 動 額 合 計 － 23 2,922 △0 2,945 △328 △33 15 △31 △377 31 2,599

当 期 末 残 高 3,195 6,691 53,219 △1,780 61,325 1,619 △10 294 381 2,285 2,096 65,707

連結株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。

－ 5 －
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連結注記表

連　結　注　記　表

Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社　　　　　　　　43社

主な連結子会社名

・ジャパン建材株式会社　　　　　　　・通商株式会社

・物林株式会社　　　　　　　　　　　・株式会社キーテック

・株式会社ハウス・デポ・ジャパン

太平洋建材株式会社、株式会社山田木材及び株式会社大和ビケサービスは株式の新規取得、有限会社ワイ

ビエスは新規取得した株式会社大和ビケサービスの完全子会社のため、当連結会計年度より連結の範囲に含

めております。

また、クロカワベニヤ株式会社は株式会社ＫＥＹ　ＢＯＡＲＤとの合併による解散、株式会社ジェイ・ウ

インズは株式会社ハラコーとの合併による解散のため、当連結会計年度より連結の範囲から除外しておりま

す。

(2）非連結子会社　　　　　　　９社

主な非連結子会社名

・インテラＵＳＡ社　　　　　　　　　・上海銀得隆建材有限公司

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社９社の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金等（持分に見合う

額）はいずれも小規模であり、全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないので、連結の範

囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
(1）持分法適用の関連会社

該当事項はありません。

(2）持分法非適用の非連結子会社及び関連会社

主な非連結子会社名　　　　　　　　　　主な関連会社名

・インテラＵＳＡ社　　　　　　　　　・株式会社ダイコク

・上海銀得隆建材有限公司　　　　　　・ミズノ株式会社

（持分法の範囲から除いた理由）

持分法を適用していない非連結子会社９社及び関連会社８社は、当期純損益及び利益剰余金等からみ

て、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がな

いため持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1）資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの …時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等…………移動平均法による原価法

②　デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ………………………時価法
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①　有形固定資産…………………………

（リース資産は除く）

定率法。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は

除く。）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物

については定額法。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　２～60年

機械装置及び運搬具　　４～17年

②　無形固定資産…………………………

（リース資産は除く）

定額法。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込

利用可能期間（５年）に基づく定額法。また、その他無形固定資産の耐

用年数は５～15年であります。

③　棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品、仕掛品……………主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

原材料………………………………主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2）減価償却資産の償却方法

③　リース資産……………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。

④　長期前払費用…………………………期間対応償却。なお、償却年数は５～50年であります。

⑤　賃貸不動産……………………………定率法。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は

除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に

ついては定額法。なお、耐用年数は８～50年であります。

(3）引当金の計上基準

①　貸倒引当金……………………………売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金……………………………従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を

計上しております。

③　役員賞与引当金………………………当社及び一部の連結子会社は、役員賞与の支給に備えて、当連結会計年

度における支給見込額に基づき計上しております。

④　役員退職慰労引当金…………………一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基

づく当連結会計年度末要支給額を計上しております。

(4）収益及び費用の計上基準

①商品及び製品の販売

　当社グループは、主として建築資材・住宅設備機器等の販売を行っております。このような商品及び製品の

販売につきましては原則として、出荷時から顧客による検収までの期間が通常の期間であることから、出荷基

準にて収益を認識しております。

なお、商品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が提供する商品と

交換に受け取る額から当該他の事業者に支払う額を控除した純額を収益と認識しております。

②工事契約

　工事契約における収益の認識につきましては、工事完了日まで一定の期間にわたり収益を認識しておりま

す。

なお、進捗度を合理的に見積もることが出来ないものの、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、

原価回収基準にて収益を認識しております。

－ 7 －



2025/05/29 13:32:52 / 24178806_ＪＫホールディングス株式会社_招集通知

連結注記表

(5）ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法……………………繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについては特

例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…………………………為替予約、金利スワップ

ヘッジ対象…………………………外貨建予定取引、借入金

③　ヘッジ方針……………………………為替、金利に係るキャッシュ・フロー変動リスクを回避する目的で、実

需の範囲内で対象取引のヘッジを行っております。

④　ヘッジの有効性評価方法……………外貨建予定取引にかかる為替予約に関しては、重要な条件の同一性を確

認し、有効性を評価しております。

また、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしており有効性

が保証されているため、有効性の評価を省略しております。

(6）退職給付に係る資産または負債の計上基準

　退職給付に係る資産または負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込み額に基

づき、退職給付債務から年金資産を控除した額を計上しております。

　なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、期間定額基準によっております。

　数理計算上の差異は各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定率法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職

給付に係る調整累計額に計上しております。

　なお、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しております。

(7）のれんの償却に関する事項

のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用」）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

28号　2022年10月28日。）第65-２項(２)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。

なお、当該会計方針の変更による連結計算書類に与える影響はありません。

Ⅲ．表示方法の変更

（連結損益計算書）

前連結会計年度において、独立掲記していた「営業外収益」の「受取保険金」は金額的重要性が乏しくなった

ため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるた

め、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「受取保険金」に表示していた327百

万円は、「その他」として組み替えております。
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有形固定資産 61,359百万円

無形固定資産

減損損失

2,013

184

Ⅳ．会計上の見積りに関する注記

（固定資産の減損）

１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

２．会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

当社グループは、固定資産のうち減損の兆候がある資産または資産グループについて、当該資産または資産

グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

当社の連結子会社であるティンバラム株式会社は、当連結会計年度において、同社の五城目工場において182

百万円の減損損失を計上し、簿価を842百万円まで切り下げました。

その減損損失の測定にあたっては、回収可能価額として専門家による同社の五城目本社、五城目工場の不動

産鑑定評価等に基づく「正味売却価額」を用いております。

不動産の評価は、鑑定評価の基本的事項の確定、対象不動産の物的確認および権利の態様の確認、価格形成

要因の分析、鑑定評価の手法の適用や鑑定評価額の決定等に基づき算定しております。

正味売却価額は、専門家による不動産鑑定評価等に基づいており、不動産鑑定評価の算定における主要な仮

定は、土地の取引事例等に基づく比準価格及び建物の再調達原価であります。

当該見積りは、事業計画や市場環境の変化により、その見積り額の前提とした条件や仮定に変更が生じ減少

した場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において減損処理が必要となる可能性があります。

Ⅴ．追加情報

（役員退職慰労金制度の廃止）

当社は、2024年６月26日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度廃止に伴う退職慰労金の打ち切り支給

を決議いたしました。

これに伴い、「役員退職慰労引当金」を全額取り崩し、打ち切り支給額の未払分540百万円は、固定負債の「その

他」に含めて表示しております。
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受取手形 6,190百万円

売掛金 52,619

契約資産 731

２. 有形固定資産の減価償却累計額 41,730百万円

受取手形及び売掛金 1,307百万円

建物及び構築物 1,175

機械装置及び運搬具 36

土地 7,309

販売用不動産 26

賃貸不動産 42

合計 9,897

短期借入金 1,392百万円

１年内返済予定の長期借入金 2,651

長期借入金 1,083

合計 5,127

仕入債務保証　　Interra USA,Inc. 217百万円

借入保証　　Interra USA,Inc. 448

　　　　　　　　その他 1

　合計 667

６. 手形裏書残高 66百万円

７. 債権流動化に伴う買戻義務限度額 323百万円

Ⅵ．連結貸借対照表に関する注記

１. 受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、それぞれ以下のと

おりであります。

３. 投資その他の資産「その他（長期預け金）」20百万円を宅地建物取引業法に基づき法務局に供託しております。

４. 担保提供資産

担保資産の内容及びその金額

担保に係る債務の金額

５. 保証債務
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場 所 用 途 種 類

秋田県南秋田郡 事業用資産 機械装置他

福島県郡山市他 遊休資産 土地

普通株式 31,040,016株

決議 株 式 の 種 類 配当金の総額
１ 株 当 た り
配 当 額

基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 4 年 ６ 月 2 6 日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 722百万円 25円00銭 2 0 2 4年３月3 1日 2 0 2 4年６月2 7日

2 0 2 4 年 1 1 月 ８ 日
取 締 役 会

普 通 株 式 578百万円 20円00銭 2 0 2 4年９月3 0日 2 0 2 4年 1 2月３日

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配 当 額

基 準 日 効力発生日

2025年６月26日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 利益剰余金 722百万円 25円00銭 2025年３月31日 2025年６月27日

１．１株当たり純資産額 2,200円84銭

２．１株当たり当期純利益 148円18銭

親会社株主に帰属する当期純利益 4,283百万円

普通株主に帰属しない金額 －百万円

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 4,283百万円

普通株式の期中平均株式数 28,903,755株

Ⅶ．連結損益計算書に関する注記

　減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　当社グループは、資産を事業用資産、共用資産、賃貸用資産及び遊休資産に分類し、事業用資産につきましては

独立した最小の会計単位である営業所をグルーピングの単位とし、賃貸用資産及び遊休資産につきましては各物件

をグルーピングの単位としております。

　当連結会計年度において時価が著しく下落している資産グループにつきましては、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失184百万円として特別損失に計上しております。

　回収可能価額は主として正味売却価額により測定しており、不動産鑑定表額、路線価による相続税評価額又は固

定資産税評価額に基づき算定しております。

Ⅷ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

(2）当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

Ⅸ．１株当たり情報に関する注記

算定上の基礎は次のとおりであります。
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Ⅹ．金融商品関係

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等を主体に、資金調達については銀行借入を中心に行って

おります。また、デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用し、投機的な取引は行っておりませ

ん。

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関

しては、当社の与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状

況を把握する体制を構築しております。

当社グループの主力商品であります合板については、原木、製品を問わず、輸入価格は為替相場の変動による

影響を受けます。

当社グループは、合板販売総額の相当程度を直接輸入しておりますが、為替相場の変動に対しては、契約額の

一定比率以上を先物為替予約でヘッジする方針で対応しており、為替予約や外貨預金の時価情報を毎月取締役会

に報告いたしております。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する企業の株

式であり、定期的に時価情報を把握し、取締役会に報告いたしております。

営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、ほとんど１年以内の支払期日です。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則として５年以内）は主に

設備投資に係る資金調達です。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、このうち長期のも

のの一部については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバテ

ィブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しています。ヘッジの有効性の評価方法については、金

利スワップの特例処理の要件を満たしているため、その判定をもって有効性の評価を省略しています。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っており、また、デリバテ

ィブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っています。

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表
計上額

時価 差額

　　投資有価証券
　　　その他有価証券 4,187 4,187 －

資産計 4,187 4,187 －

　　長期借入金（※３） 19,464 19,093 △371

負債計 19,464 19,093 △371

区分 当連結会計年度（百万円）

非上場株式 266

１年以内
１年超

５年以内
５年超

10年以内
10年超

受取手形 6,190 － － －

売掛金 52,619 － － －

電子記録債権 20,301 － － －

合計 79,111 － － －

１年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

長期借入金 6,829 5,440 3,619 2,139 812 624

２．金融商品の時価等に関する事項

2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

（※１）「現金及び預金」「受取手形、売掛金及び契約資産」「電子記録債権」「支払手形及び買掛金」「電子記録

債務」「短期借入金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似す

るものであることから、記載を省略しております。

（※２）市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上

額は以下のとおりであります。

（※３）１年内返済予定の長期借入金を長期借入金に含めております。

（注）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

（単位：百万円）

（注２）長期借入金の連結決算日後の返済予定額

（単位：百万円）
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

株式 4,187 － － 4,187

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 19,093 － 19,093

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

7,467 △19 7,447 9,240

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分

類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定

の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係る

インプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類し

ております。

(1）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融商品

（単位：百万円）

(2）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融商品

（単位：百万円）

（注１）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレ

ベル１の時価に分類しております。

長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値

法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

Ⅺ．賃貸等不動産関係

(1）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、遊休不動産及び賃貸用の不動産（土地を含

む。）を有しております。2025年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は285百万円（主な賃貸収益は

営業外収益に、主な賃貸費用は販売費及び一般管理費に計上）であります。

(2）賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：百万円）

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２. 当連結会計年度末の時価は、主として不動産鑑定表額、路線価による相続税評価額又は固定資産税評価額

に基づき算定しております。

－ 14 －



2025/05/29 13:32:52 / 24178806_ＪＫホールディングス株式会社_招集通知

連結注記表

報告セグメント

その他
（注）

合計総合建材
卸売事業

合板製造・
木材加工事

業

総合建材

小売事業
計

一時点で移転される財 311,875 10,568 52,242 374,686 1,866 376,553

一定の期間にわたり移転
される財

12,616 1,299 552 14,469 1,883 16,353

顧客との契約から生じる
収益 324,492 11,867 52,795 389,156 3,750 392,906

その他の収益 － － － － 351 351

外部顧客への売上高 324,492 11,867 52,795 389,156 4,102 393,258

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 84,939

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 79,111

契約資産(期首残高) 1,376

契約資産(期末残高) 731

契約負債(期首残高) 183

契約負債(期末残高) 344

Ⅻ．収益認識に関する注記

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、フランチャイズ事業、不動産賃貸業、

倉庫及び運送業、建設工事業、旅行業、保険代理業、住宅ローン仲介業、ＥＣ事業及び管理事業を含んでおりま

す。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「４. 会計方針に関する事項（4)収益及び

費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

(1）契約資産及び契約負債の残高等

（単位：百万円）

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、183百万円であります。

(2）残存履行義務に配分した取引価格

　当連結会計年度末現在、当社グループの工事契約に係る残存履行義務に配分された取引価格の総額は5,886百万

円であります。当社は、当該残存履行義務について、履行義務の充足につれて今後１年から３年の間で収益を認識

することを見込んでおります。
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．重要な後発事象に関する注記

（自己株式の取得）

当社は、2025年４月７日開催の取締役会において、会社法第459条第１項及び当社定款第42条の定めに基づき、

自己株式取得に係る事項を決議し、自己株式の取得を下記の通り実施いたしました。

１．自己株式の取得を行う理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行、資本効率の向上及び株主還元の充実を図るため。

２．自己株式取得に関する取締役会の決議内容

(1）取得する株式の種類　当社普通株式

(2）取得する株式の総数　2,000,000株（上限）発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合 6.92％）

(3）取得価額の総額　　　1,832,000,000円（上限）

(4）取得日　　　　　　　2025年４月８日

(5）取得の方法　　　　　東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-３）による買付

３．取得の結果

(1）取得した株式の種類　当社普通株式

(2）取得した株式の総数　1,679,400株

(3）取得価額の総額　　　1,538,330,400円

(4）取得日　　　　　　　2025年４月８日

(5）取得の方法　　　　　東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-３）による買付
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株主資本等変動計算書

(
自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

資本剰余金
合 計

利 益
準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金
別 途
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 3,195 6,708 6,708 489 1,384 11,900 3,391 17,165

当 期 変 動 額

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 の 取 崩 88 △88 －

剰 余 金 の 配 当 △1,300 △1,300

当 期 純 利 益 1,449 1,449

土 地 再 評 価 差 額 金 の 取 崩 △59 △59

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 88 － △0 88

当 期 末 残 高 3,195 6,708 6,708 489 1,472 11,900 3,391 17,254

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 その他有価証券評価差額金 土地再評価差額金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 △1,780 25,289 1,770 270 2,040 27,330

当 期 変 動 額

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 の 取 崩 － －

剰 余 金 の 配 当 △1,300 △1,300

当 期 純 利 益 1,449 1,449

土 地 再 評 価 差 額 金 の 取 崩 △59 △59

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) △321 15 △306 △306

当 期 変 動 額 合 計 △0 88 △321 15 △306 △218

当 期 末 残 高 △1,780 25,377 1,448 285 1,733 27,111

株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。
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(1) 有形固定資産……………………………

（リース資産は除く）

定率法。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は

除く。）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物

については定額法。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　３～60年

構築物　　　　３～60年

(2) 無形固定資産……………………………

（リース資産は除く）

定額法。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込

利用可能期間（５年）に基づく定額法。また、その他の耐用年数は10年

～15年であります。

個　別　注　記　表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの …時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等……………移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ…………………………時価法

２．固定資産の減価償却の方法

(3) リース資産………………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。

(4) 長期前払費用……………………………期間対応償却。なお、償却年数は50年であります。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金………………………………未収入金、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金………………………………従業員賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上し

ております。

(3) 役員賞与引当金…………………………役員賞与の支給に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上

しております。

(4) 退職給付引当金…………………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上しております。

なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末ま

での期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっておりま

す。

なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間内の一定年数（５年）による定率法により、それぞれ発生

の翌事業年度から費用処理しております。

４．収益及び費用の計上基準

　　当社の収益は、主に子会社からのグループ運営収入及び受取配当金であります。グループ運営収入について

は、子会社への契約内容に応じた受託業務を提供することが履行義務であり、業務を実施した時点で当社の履行

義務が充足されることから、当該時点で収益及び費用を認識しております。受取配当金については、配当金の効

力発生日をもって認識しております。
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関係会社株式 14,698百万円

関係会社短期貸付金 6,817百万円

貸倒引当金 △2,490百万円

５．ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法………………………金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理

を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……………………………金利スワップ

ヘッジ対象……………………………借入金

(3) ヘッジ方針………………………………金利に係るキャッシュ・フロー変動リスクを回避する目的で、実需の範

囲内で対象取引のヘッジを行っております。

(4) ヘッジの有効性評価方法………………金利スワップについては、特例処理の要件を満たしており有効性が保証

されているため、有効性の評価を省略しております。

６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計

処理の方法と異なっております。

Ⅱ．会計上の見積りに関する注記

（子会社株式の評価）

１．当事業年度の計算書類に計上した金額

２．会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

市場価格のない子会社株式の実質価格が著しく低下した場合の減損処理の要否については、将来の事業計画に基

づく回復可能性により判定しております。

回復可能性は、中期経営計画の前提となった事業計画をもとに、経営環境などの外部情報や内部情報などを総合

的に勘案し算定しております。

当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、見積りと異なった場

合、翌事業年度以降の計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。

（関係会社に対する貸付金の評価）

１．当事業年度の計算書類に計上した金額

２．会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

関係会社に対する短期貸付金については、関係会社の財政状態が悪化し、債権の回収に重大な問題が生じている

か又は生じる可能性が高い場合に、個別に貸倒引当金を計上することとしております。

貸倒引当金の金額算定にあたっては、関係会社の財政状態を基礎として、回収不能と見込まれる額を合理的に見

積っております。

当該見積りは、将来の不確実な市場環境の変動等などによって関係会社の財政状態が悪化した場合、翌事業年度

以降の計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。

Ⅲ．会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用」）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱

い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日。）第65-２項

(２)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。

なお、当該会計方針の変更による計算書類に与える影響はありません。
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１. 有形固定資産の減価償却累計額 14,660百万円

３. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 7,478百万円

短期金銭債務 13,702百万円

長期金銭債務 2百万円

４. 保証債務

仕入債務保証　　　ジャパン建材㈱ 13,506百万円

　Interra USA,Inc. 217

スワップ保証　　　㈱銘林 5

借入保証　　　　　ティンバラム㈱ 3,260

　物林㈱ 900

　㈱銘林 776

　その他 1,304

　合計 19,971

５. 担保提供資産

担保資産の内容及びその金額

土地 4,183百万円

建物 612

合計 4,796

担保に係る債務の金額

関係会社の短期借入金 100百万円

長期借入金（１年内返済予定を含む） 3,100

合計 3,200

Ⅳ．追加情報

（役員退職慰労金制度の廃止）

当社は、2024年６月26日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度廃止に伴う退職慰労金の打ち切り支給

を決議いたしました。

これに伴い、「役員退職慰労引当金」を全額取り崩し、打ち切り支給額の未払分319百万円は、固定負債の「その

他」に含めて表示しております。

Ⅴ．貸借対照表に関する注記

２. 投資その他の資産「その他（長期預け金）」10百万円を宅地建物取引業法に基づき法務局に供託しております。
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関係会社との営業取引による取引高の総額 7,890百万円

関係会社との営業取引以外の取引による取引高の総額 190百万円

場 所 用 途 種 類

福島県郡山市他 遊休資産 土地

普通株式 2,136,911株

退職給付引当金 67百万円

賞与引当金 30

未払社会保険料 8

長期未払金 100

投資有価証券評価損 257

減損損失 201

未払事業所税 1

未払事業税 12

貸倒引当金 762

会員権評価損 31

子会社株式（会社分割に伴う承継会社株式） 300

繰越欠損金 40

連結納税に係る投資簿価修正 1,179

その他 134

繰延税金資産小計 3,129

評価性引当額 △2,628

繰延税金資産合計 501

固定資産圧縮積立金 △677

その他有価証券評価差額金 △666

合併受入評価差額金（土地・借地権評価益） △453

その他 △47

繰延税金負債合計 △1,845

繰延税金負債の純額 △1,344

土地再評価差額金 1,571百万円

Ⅵ．損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高の総額

２．減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

　当社は、資産を共用資産、賃貸用資産及び遊休資産に分類し、賃貸用資産及び遊休資産につきましては各物件を

グルーピングの単位としております。

　当事業年度において時価が著しく下落している資産につきましては、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失１百万円として特別損失に計上しております。

　回収可能価額は主として正味売却価額により測定しており、不動産鑑定評価額又は路線価による相続税評価額及

び固定資産税評価額に基づき算定しております。

Ⅶ．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

Ⅷ．税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

（繰延税金負債）

（再評価に係る繰延税金負債）
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２．法人税及び地方法人税の会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理

　当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する

取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関

する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

３．決算日後における法人税等の税率変更

「所得税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第13号）」が2025年３月31日に国会で成立したことに伴い、

2026年４月１日以降開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

　これに伴い、2026年４月１日以降開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及

び繰延税金負債については、法定実効税率30.62％から31.52％に変更されます。

　なお、この税率変更による影響は軽微であります。
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　１．子会社 （単位：百万円）

属 性 会 社 等 の 名 称
議決権等の所有
(被 所 有)割合

関連当事者
と の 関 係

取 引 の 内 容
取引金額
(注)１

科 目 期 末 残 高

子 会 社 ジャパン建材㈱
所有
直接

100.00％

一 部 業 務
受 託 及 び
経営指導等

業務受託料等(注)２
不動産賃貸収入(注)2
債務保証（注）５
債務被保証（注）６
資金の借入（注）４
借入金の返済
利息の支払（注）４
連結納税

3,039
1,108

13,506
8,507

88,000
85,000

80
26

－
－
－

短 期 借 入 金
－

前 払 費 用
未 収 入 金

－
－
－

9,000
－
6
26

子 会 社 通 商 ㈱

所有
直接

99.00％
間接

1.00％

経営指導等
資金の借入（注）4
借入金の返済

4,500
4,000

短 期 借 入 金 2,000

子 会 社 Ｊ Ｋ Ｉ ㈱

所有
直接

99.90％
間接

0.10％

経営指導等
資金の貸付（注）３
貸付金の回収
利息の受取（注）３

1,770
1,380

1

関係会社短期貸付金

未 収 入 金

490

0

子 会 社 物 林 ㈱

所有
直接

99.00％
間接

1.00％

経営指導等 債務保証（注）５ 900 － －

子 会 社 ㈱ 銘 林

所有
直接

99.95％
間接

0.05％

経営指導等

債務保証（注）５
スワップ保証（注）５
資金の貸付（注）３
貸付金の回収

776
5

1,330
1,480

関係会社短期貸付金

－

350

子 会 社 日本パネフォーム㈱
所有
間接

100.00％
経営指導等

資金の貸付（注）３
貸付金の回収

866
766

関係会社短期貸付金 433

子 会 社 ティンバラム㈱

所有
間接

100.00％
経営指導等

債務保証（注）５
資金の貸付（注）３
貸付金の回収
利息の受取（注）３

3,260
5,100
3,800

18

－
関係会社短期貸付金

未 収 入 金

－
2,300

0

子 会 社 ㈱ブルケン・マルタマ

所有
直接

33.00％
間接

67.00％

経営指導等
資金の借入（注）4
借入金の返済

800
1,000

短 期 借 入 金 300

子 会 社 ㈱ハウス・デポ・プラス

所有
直接

30.00％
間接

70.00％

経営指導等
資金の借入（注）４
借入金の返済

2,450
2,100

短 期 借 入 金 1,100

子 会 社 ㈱ブルケン関東

所有
直接

64.75％
間接

35.25％

経営指導等
資金の借入（注）４
借入金の返済

1,200
1,200

短 期 借 入 金 400

子 会 社 ㈱ハウス・デポ関西
所有
間接

100.00％
経営指導等

資金の貸付（注）３
貸付金の回収

1,550
1,500

関係会社短期貸付金 600

子 会 社 ㈱ブルケン・ニイガタ

所有
直接

99.00％
間接

1.00％

経営指導等
資金の貸付（注）３
利息の受取（注）３

1,720
1,720

関係会社短期貸付金 860

子 会 社 ㈱アイチキャビネット
所有
間接

100.00％
経営指導等

資金の貸付（注）３
貸付金の回収
利息の受取（注）３

840
410
2

関係会社短期貸付金

未 収 入 金

430

0

子 会 社 ＪＫスマイル㈱

所有
直接

99.18％
間接

0.82％

経営指導等
資金の借入（注）４
借入金の返済

800
750

短 期 借 入 金 250

Ⅸ．関連当事者との取引に関する注記
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　２．役員及び主要株主等 （単位：百万円）

属 性 会 社 等 の 名 称
議決権等の所有
(被 所 有)割合

関連当事者
と の 関 係

取 引 の 内 容
取引金額
(注)

科 目 期 末 残 高

役 員 及
び そ の
近 親 者

　田　　　繁
被所有
直接

7.85％

当 社
相 談 役

給与の支払（注） 12 － －

１．１株当たり純資産額 938円02銭

２．１株当たり当期純利益 50円15銭

当期純利益 1,449百万円

普通株主に帰属しない金額 －百万円

普通株式に係る当期純利益 1,449百万円

普通株式の期中平均株式数 28,903,755株

取引条件及び取引条件の決定方針

（注）１. 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。

２. 業務受託料等及び不動産賃貸収入については、一般取引条件と同様に決定しております。

３. 資金の貸付については、市場金利を勘案し決定しております。なお、担保は受け入れておりません。

４. 資金の借入については、市場金利を勘案し決定しております。なお、担保は提供しておりません。

５. 当社は、物林株式会社、株式会社銘林、ティンバラム株式会社の金融機関との取引及びジャパン建材

株式会社の支払債務に対して債務保証を、株式会社銘林とスワップ保証を行っており、取引金額は

2025年３月31日の残高を記載しております。なお、保証料の受領は行っておりません。

６. 当社は金融機関との取引に対してジャパン建材株式会社より、債務保証を受けております。なお、保

証料の支払は行っておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針

（注）委嘱する業務の内容等を勘案し、協議の上決定しております。

Ⅹ．収益認識に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注

記　４．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

Ⅺ．１株当たり情報に関する注記

　算定上の基礎は次のとおりであります。

Ⅻ．重要な後発事象に関する注記

（自己株式の取得）

自己株式の取得については、連結注記表「重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注

記を省略しております。
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